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（
１
）
県
内
企
業
の
成
長
分
野
へ
の
参
入
促
進

設
備
投
資
や
製
品
開
発
、
販
路
拡
大
、
人
材
育
成
等
へ
の
支
援
に
よ
り
、
航
空
機
、
自
動
車
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

医
療
福
祉
、
情
報
の
各
産
業
へ
の
県
内
企
業
の
参
入
促
進
を
図
る
。

（
２
）
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
中
核
企
業
の
育
成

新
技
術
の
開
発
・
新
市
場
進
出
等
成
長
が
見
込
ま
れ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
中
核
企

業
の
創
出
を
図
る
。

産
業
労
働
部

あ
き
た
未
来
総
合
戦
略
の
推
進

～
産
業
振
興
に
よ
る
仕
事
づ
く
り
に
向
け
た
県
内
企
業
の
成
長
分
野
へ
の
参
入
促
進
と
経
営
基
盤
・
競
争
力
の
強
化
～

１
成
長
分
野
へ
の
事
業
展
開
と
中
核
企
業
の
育
成

【
自

動
車

産
業

強
化

支
援
事
業

】
（
当

初
）

27
,14

6千
円
（
６
月
）
7,
280千

円
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等
に
よ
る
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
加
工
技
術
の
強
化
や
認
証
取
得
に
向
け
た
支
援

・
あ
き
た
ク
ル
マ
塾
の
開
講
や
T
ie
r１
と
の
取
引
可
能
性
の
あ
る
企
業
へ
の
個
別
支
援
等
に
よ
る
人
材
の
育
成

新
・
輸
配
送
の
現
状
調
査
や
共
同
運
行
に
よ
り
コ
ス
ト
低
減
を
図
る
取
組
へ
の
支
援
（
６
月
）

・
次
世
代
自
動
車
の
普
及
や
県
内
部
品
メ
ー
カ
ー
の
認
知
度
向
上
を
目
的
と
し
た
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
（
６
月
）

【
航

空
機

産
業

強
化

支
援
事
業

】
（
当

初
）

15
7,5

56千
円

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配
置
等
に
よ
る
航
空
機
メ
ー
カ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
国
際
認
証
の
取
得
や
一
貫
工
程
化
等
に
向
け
た
イ
ン
フ
ラ
設
備
へ
の
支
援

・
航
空
機
産
業
を
担
う
中
核
人
材
の
育
成
、
高
校
生
等
を
対
象
と
し
た
特
別
講
義
の
実
施

【
新

世
代

航
空

機
部

品
製
造
拠

点
創

生
事

業
】

（
当

初
）

8
6,1

47千
円

・
産
学
官
連
携
に
よ
る
新
た
な
複
合
材
製
造
技
術
の
研
究
開
発

自動車 航空機

【
医

療
福

祉
関

連
産

業
成
長
促

進
事

業
】

（
当

初
）

15
,06

2千
円

（
６
月
）
8
,
8
3
3千
円

・
大
学
等
や
公
設
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
取
り
組
む
新
た
な
製
品
開
発
へ
の
支
援

・
県
内
企
業
を
対
象
と
し
た
医
療
福
祉
関
連
産
業
創
生
塾
や
大
学
生
向
け
企
業
展
示
会
等
の
開
催

新
・
医
療
機
器
の
製
造
販
売
業
者
等
と
県
内
企
業
の
マ
ッ
チ
ン
グ
の
促
進
（
６
月
）

【
先

進
が

ん
医

療
等

コ
ア
技
術

開
発

推
進

事
業

】
（
当

初
）

51
,66

1千
円

・
産
学
官
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
よ
る
高
精
度
の
が
ん
病
理
診
断
機
器
等
の
研
究
開
発

医療福祉

【
情

報
関

連
産

業
競

争
力
強
化

事
業

】
（
当

初
）

16
,32

7千
円

・
首
都
圏
等
大
規
模
市
場
の
開
拓
に
向
け
た
新
た
な
商
品
開
発
へ
の
支
援

・
企
業
力
強
化
や
販
路
拡
大
に
向
け
た
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
の
認
証
取
得
支
援

・
情
報
関
連
高
度
技
術
者
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
・
デ
ー
タ
分
析
者
）
の
育
成

【
情

報
関

連
産

業
立

地
促
進
事

業
】

（
当

初
）

26,
94

9千
円

・
情
報
関
連
事
業
者
の
新
規
立
地
及
び
事
業
拡
大
に
係
る
人
材
育
成
等
へ
の
支
援

情報

【
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
産

業
創
出
・

育
成

事
業

】
（
当

初
）

34
,47

4千
円
（
６
月
）
3,
240千

円
・
産
学
官
連
携
に
よ
る
風
力
発
電
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
風
力
発
電
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
技
術
者
の
養
成

・
風
力
発
電
関
連
産
業
へ
の
参
入
を
目
指
す
企
業
の
育
成

・
産
学
官
に
よ
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
通
じ
た
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進

拡
・
地
熱
発
電
利
用
後
の
熱
水
の
活
用
に
向
け
た
資
源
量
調
査
（
６
月
）

【
早

口
発

電
所

大
規

模
改
良
事

業
】

（
当

初
）

454
,0

09千
円

・
早
口
発
電
所
の
発
電
能
力
増
強
を
図
る
た
め
の
発
電
設
備
の
全
面
更
新

新エネルギー【
も

の
づ

く
り

中
核
企

業
創
出

促
進

事
業

】
（

当
初
）

4
0,8

85千
円

・
中
核
企
業
候
補
に
対
す
る
経
営
戦
略
の
策
定
支
援
、
経
営
戦
略
の
実
現
に
向
け
た
支
援
策
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
等

新
【
も
の
づ
く
り
中
核
企
業
成
長
戦
略
推
進
事
業
】
（
６
月
）
7
5,
000千

円
・
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
意
欲
の
高
い
中
核
企
業
候
補
へ
の
成
長
戦
略
の
策
定
か
ら
事
業
化
ま
で
の
一
貫
し
た
支
援

・
コ
ネ
ク
タ
ー
ハ
ブ
機
能
の
強
化
・
創
出
等
を
伴
う
取
組
へ
の
重
点
的
な
支
援

（
１
）
企
業
の
経
営
基
盤
・
競
争
力
の
強
化

円
滑
な
資
金
供
給
や
相
談
窓
口
の
充
実
、
商
品
開
発
の
支
援
等
に
よ
り
、
企
業
の
経
営
基
盤
等
の
強
化
を
図
る
。

（
２
）
海
外
展
開
の
推
進

秋
田
港
の
利
用
拡
大
に
向
け
た
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度
等
に
よ
り
、
県
内
企
業
の
海
外
展
開
を
推
進
す
る
。

（
３
）
企
業
立
地
の
促
進

成
長
分
野
を
重
点
に
、
全
国
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
支
援
制
度
や
立
地
環
境
の
Ｐ
Ｒ
等
に
よ
り
、
企
業
立
地
を
促
進
す
る
。

２
企
業
の
経
営
基
盤
の
強
化
と
産
業
拠
点
の
形
成

【
制

度
融

資
に

よ
る

資
金
繰

り
支

援
】

新
規
融

資
枠

（
当
初

）
537億

円
（
６
月
）
制
度
改
正

・
中
小
企
業
振
興
資
金
、
経
営
安
定
資
金
、
新
事
業
展
開
資
金
等
に
よ
る
中
小
企
業
の
資
金
繰
り
支
援

拡
・
新
事
業
展
開
資
金
の
金
利
引
下
げ
に
よ
る
創
業
・
新
事
業
へ
の
参
入
促
進
、
円
滑
な
事
業
承
継
支
援
（
６
月
）

【
が

ん
ば

る
中

小
企

業
応
援

事
業

】
（
当

初
）

15
0,1

47千
円

（
６
月
）
78,
00
0千
円

・
新
商
品
開
発
や
新
分
野
進
出
等
へ
の
取
組
を
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
面
か
ら
支
援

【
環

日
本

海
物

流
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

構
築
推

進
事

業
】

（
当

初
）

38
,5
80千

円

【
あ

き
た

企
業

立
地

促
進
助

成
事

業
】

（
当

初
）

2
,27

1,
607千

円
（
６
月
）
1,
647
,4
40千
円

・
県
内
で
の
工
場
の
新
増
設
等
に
係
る
設
備
投
資
を
支
援

【
が

ん
ば

る
中

小
企

業
応
援

事
業

(企
業

立
地

・
雇
用

増
加

型
)】

(当
初

)
123

,6
09千

円
( ６
月
) 118,

56
8千
円

・
競
争
力
の
強
化
を
図
ろ
う
と
す
る
中
小
企
業
の
雇
用
創
出
を
伴
う
設
備
投
資
を
支
援

新
【
貸
工
場
活
用
型
誘
致
促
進
事
業
】

（
６
月
）
制
度
創
設

・
市
町
村
が
行
う
、
企
業
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
の
貸
工
場
の
建
設
・
取
得
へ
の
支
援

（
１
）
起
業
・
創
業
の
推
進

若
者
や
女
性
、
Ａ
タ
ー
ン
者
等
へ
の
切
れ
目
の
な
い
支
援
に
よ
り
、
県
内
で
の
起
業
を
推
進
す
る
。

（
２
）
事
業
承
継
の
推
進

支
援
機
関
と
の
連
携
に
よ
る
事
業
承
継
に
関
す
る
環
境
整
備
を
行
い
、
円
滑
な
事
業
承
継
を
推
進
す
る
。

【
あ

き
た

起
業

促
進

事
業
】

（
当

初
）

47
,21

4千
円

（
６
月
）
1,
000千

円
・
商
工
団
体
等
と
連
携
し
た
起
業
ス
キ
ル
の
習
得
支
援
・
個
別
サ
ポ
ー
ト
の
実
施
、
起
業
時
の
初
期
投
資
支
援

拡
・
起
業
者
等
に
事
務
ス
ペ
ー
ス
を
提
供
す
る
商
工
団
体
へ
の
支
援
（
６
月
）

拡
【
新
事
業
展
開
資
金
の
金
利
引
下
げ
】
（
再
掲
）

（
６
月
）
制
度
改
正

３
起
業
と
事
業
承
継
の
推
進

【
事

業
承

継
推

進
事

業
】

（
当

初
）

20
,39

9千
円

（
１
）
秋
田
の
産
業
を
支
え
る
若
者
の
育
成
・
首
都
圏
等
か
ら
の
人
材
の
確
保

Ａ
タ
ー
ン
求
人
の
開
拓
や
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
提
供
等
に
よ
り
、
Ａ
タ
ー
ン
希
望
者
の
県
内
就
職
を
促
進
す
る
。

新
【
女
性
が
働
き
や
す
い
職
場
環
境
整
備
事
業
】

（
６
月
）
9
,00
0千
円

・
女
性
が
働
き
や
す
い
環
境
の
整
備
を
行
う
企
業
を
支
援

【
県

内
就

職
促

進
事

業
】

（
当

初
）

36
,39

6千
円
（
６
月
）
1
,02
8千
円

・
求
職
者
に
対
す
る
個
別
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
等
の
実
施

新
・
行
政
機
関
・
労
働
団
体
・
経
営
関
係
者
等
と
の
意
見
交
換
の
実
施
等
（
６
月
）

【
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル
人

材
活

用
促
進

事
業

】
（
当

初
）

43
,42

8千
円
（
６
月
）
20
,00
0千
円

・
県
内
企
業
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
獲
得
に
向
け
た
サ
ポ
ー
ト
、
受
入
企
業
へ
の
支
援

新
・
地
域
資
源
を
活
用
し
て
事
業
の
拡
大
等
を
図
る
企
業
等
へ
の
人
材
獲
得
サ
ポ
ー
ト
（
６
月
）

４
産
業
人
材
の
育
成
等

1



課題解決型医療福祉機器開発事業について【新規】 

（医療福祉関連産業成長促進事業） 

 

                                地域産業振興課 

 

１ 目 的 

県内企業の医療福祉関連産業への参入と製品開発を促進するため、医療機器の製造販

売業者等と県内企業のマッチングを図る。 

 

２ 概 要 

    医療機関から医療ニーズを収集し、製造販売業者等に提供するとともに、製造販売業

者等と共同で製品開発を行う県内企業に対して支援する。 

（１） 委託事業 

・委託事業者（医工連携に係る調査会社）による医療ニーズ収集 

・製造販売業者等を対象としたニーズ発表会の開催 

・製造販売業者等と県内企業のマッチング 

（２） 補助事業 

マッチングによる優れた事業案に対する開発支援 

・補助対象者：県内企業 

・補 助 率：２／３ 

・限 度 額：５，０００千円 

・補 助 期 間：交付決定から最長２４カ月 

 

３ 予算額                           ８，８３３千円 

        

  内 訳    ・職員旅費                 １０５千円 

・委託料                ３，４００千円 

・使用料                  ３２８千円 

・補助金                ５，０００千円 

 

  委託料の内訳 ・企画運営費              ２，３０４千円 

（医療機関からのニーズ収集や県内企業とのマッチング） 

         ・旅費                   ２４０千円 

         ・事務費等                 ６０４千円 

         ・消費税及び地方消費税           ２５２千円 
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【課題解決型医療福祉機器開発事業のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関のニーズ収集 

医療ニーズの提示（発表会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造販売業者等と医療ニーズの 

マッチング 

製造販売業者等の製品開発 

案件の提示 

補助金公募・採択 

医療機関から 

製造販売業者等

へ提示 

製造販売業者等

と県内企業の 

マッチング 

製品開発 

補助金交付 

委

託

事

業 

補

助

事

業 
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地域資源活用型事業者基盤強化事業について【新規】 

（プロフェッショナル人材活用促進事業）  

           

地域産業振興課 

 

 

１ 目 的 

新事業の創出や事業の拡大など、県内中小企業等による「攻めの経営」を 

促進するため、大企業等での優れた経験やスキルを有する人材の採用を支援 

する。 

 

２ 概 要 

秋田県プロフェッショナル人材戦略拠点が、プロフェッショナル人材ニー 

ズの開拓やマッチングフォーラムの開催により、県内中小企業、地域商社及  

びＤＭＯ等の人材獲得へ向けたサポートを実施するとともに、全国協議会が  

主催するセミナーへの参加等を通じ、先進事例等の情報共有や、拠点スタッ  

フのスキルアップを図る。 

 

  （１）委託予定先 

（公財）あきた企業活性化センター 

  （２）事 業 期 間 

平成２９年７月～平成３０年３月 

  （３）事 業 内 容 

    ・県内中小企業、地域商社、ＤＭＯ等におけるプロフェッショナル人材 

ニーズの開拓 

・県内中小企業、地域商社、ＤＭＯ等とプロフェッショナル人材のマッ 

チングフォーラム開催 

・全国協議会への参画（セミナー、研修会への参加等） 

    

３ 予算額                 ２０，０００千円 

 

       内 訳 ・職員旅費             ４６４千円 

・委託料           １９，５３６千円 

 

   委託料内訳 ・人件費            ３，６００千円 

                 ・拠点スタッフ旅費       ３，０３４千円 

         ・フォーラム開催費       ３，６４８千円 

         ・全国協議会負担金       ４，０００千円 

         ・事業効果分析資料作成費等   ２，１６２千円 

          （事例収集、事業効果及び課題の分析等） 

         ・一般管理費          １，６４５千円 

         ・消費税及び地方消費税     １，４４７千円 
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マッチング 

マッチング 

県内中小企業 
地域商社・DMO等 

民間人材 
ビジネス事業者 

地域資源活用型事業者基盤強化事業（６月補正）  

プロフェッショ 
ナル人材 

想定される人材像 
・事業の企画・提案力 
・商品開発経験 
・海外勤務経験  等 

※従来のスキームとマッチング支援を組み合わせ、地域資源を活用した事業者を重点的に支援する。 
※点線の部分は６月補正予算により新たに実施する取組。 
※「地域商社」･･･地域資源の発掘や商品開発など地域の生産者の活動を全面的にサポートするとともに、全国や海外へ積極的
に商品を売り込む機能を有する地域密着型の企業等。 
※「ＤＭＯ」･･･地域に人を呼び込むための戦略の策定と、その実施に向けた調整機能を備える地域密着型の企業等。 

プロフェッショ 
ナル人材戦略 
全国協議会 

秋田県プロフェッショ 
ナル人材戦略拠点 

(ｽﾀｯﾌ4名) 
（公財）あきた企業活性化センター 

平成２９年度６月補正予算 ２０，０００千円（国 ２０，０００千円） 

県内中小企業等とプロフェッショナル人材のマッチングフォーラム（青森・岩手と共催）  

マッチング 

平成２９年度当初予算 ３６，４２８千円（国 １８，０８６千円 一１８，３４２千円） 

④人材紹介 

①訪問相談 
    による人材 
    ニーズ開拓 

③人材ニーズの 
   取り繋ぎ 

参 画 

❶プレゼン 

❷面   談 

・セミナー、研修会の開催 
・各拠点活動への支援 

②人材ニーズ 
   取り繋ぎ依頼 

県内中小企業等 

民間人材 
ビジネス事業者 

秋田県プロフェッショ 
ナル人材戦略拠点 

(ｽﾀｯﾌ4名) 
（公財）あきた企業活性化センター 

④人材紹介 

①訪問相談 
    による人材 
    ニーズ開拓 

③人材ニーズの 
   取り繋ぎ 

②人材ニーズ 
   取り繋ぎ依頼 

❹人材紹介 

❸紹介依頼 

プロフェッショ 
ナル人材 

登録 
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ものづくり中核企業成長戦略推進事業について【新規】 

           

地域産業振興課 

 

 

１ 目 的  

  地域経済の中核的役割を担うことのできる企業の創出を促進し、県内産業の

活性化を図るため、地域経済の牽引役を目指す企業が行う競争力強化に向けた

技術開発等に対して支援を行う。  

 

２ 概 要  

（１） 事業内容 

 地域経済の牽引役を目指す企業を支援対象企業として認定し、新技術の

開発や新市場への進出等、将来にわたって企業の成長が見込まれる事業プ

ロジェクトに対して、売上増加等を目指す成長戦略の策定から事業化まで

一貫した支援を実施する。 

 

（２） 補助対象  

地域経済の牽引役として売上・雇用増加や県内発注増加を目指す企業で、

以下のすべてを満たす中小企業者 

・製造業者 

・直近３カ年の平均売上高が３億円以上または従業員数が３０人以上 

・成長戦略に係る主たる事業所が県内  

 

（３） 補助対象経費   

①  新製品・技術開発に要する経費 

機械装置費、原材料費、技術導入費、外注加工委託費等  

②  設備投資に要する経費 

設備投資を行うために借り入れた融資資金に係る保証料等  

③  販路開拓に要する経費 

マーケティング調査費、広告宣伝費、展示会出展費等  

④  人材育成に要する経費 

専門家謝金、技術指導料等 
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（４） 補助率  

通常枠      １／２ 

コネクターハブ枠 ２／３ 

※コネクターハブ枠は、県外から付加価値の高い受注を獲得し、県内発

注（工程外注、材料仕入等）を増加させるなどの取組により地域経済

の牽引役を目指す企業を対象とする。 

 

（５） 限度額 

１５，０００千円/年度 

 

（６） 補助期間 

最長３カ年度（年度ごとに審査委員による評価を実施する。） 

 

３ 予算額                   ７５，０００千円（補助金） 

（１５，０００千円×５件） 
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も の づ く り 中 小 企 業  

成 長 可 能 性 の あ る 企 業  
(有望な技術シーズがあるなど十分な経営資源があり事業拡大の意欲がある企業) 

地域経済を牽引する企業（中核企業） 

 

 

 
コネクター 
ハブ機能強化 

雇用拡大 売上拡大 

ものづくり中核企業成長戦略推進事業について 

（参考）コネクターハブ機能を有する企業のイメージ（矢印は資金の流れ） 

 

－ 支援対象のイメージ － 

各種制度に 

よる個別課 

題支援 

当該制度 
による支援 

発注 
企業 

県外 

発注 
企業 

コネハ
ブ企業 

県内 県内 
企業 

工程外注 

材料仕入 

工程外注 
県内 
企業 

県内 
企業 

新たな取組の事業化 
 
 
 
 
 

支援企業認定 

成長戦略策定 

中核企業 

創出 
試作･ 

開発 
製品化 

販路 

開拓 

マーケ

ティン

グ調査 

事業化までの各段階を一貫して支援 
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女性が働きやすい職場環境整備事業について【新規】

地域産業振興課

１ 目 的

企業の魅力向上を図り、県内企業への新規就労と定着を促進するため、女性が働きや

すい環境の整備等（仕事と子育ての両立、良好な職場環境の構築等）を行う企業を支援

する。

２ 概 要

（１）事業内容

女性が働きやすい環境整備等に関する意欲的な取組について、事業者の提案に

基づき幅広く支援する。

（２）補助対象者

県内で事業を営む中小企業者（製造業、卸・小売業等）

（３）補助対象経費

女性が働きやすい環境整備等に係る費用

《対象経費の例》

・キッズスペース、女性用トイレ、子供用トイレ、更衣室の取得・改修

・子供用のテーブルやイス、調乳器具、玩具等の備品

・キッズスペースのための見守り職員人件費

・サーバーやネットワークシステムの構築費用等在宅勤務に必要な経費

（４）補助率

１／２

（５）限度額

上限３，０００千円

（６）補助期間

１年間（１２カ月）

３ 予算額 ９，０００千円（補助金）

（３，０００千円×３件）
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自動車産業強化支援事業について 

           

輸送機産業振興室 

 

 

１ 目 的  

  県内自動車部品メーカーの取引拡大を図るため、物流効率化によるコスト低

減など競争力強化に取り組む県内企業を支援する。  

 

２ 概 要 

(１) 競争力強化支援事業                    ４，０００千円 

物流効率化モデル事業【新規】  

・事 業 内 容 輸配送の共同化に係る計画策定と実証運行  

・補 助 対 象 県内部品メーカー及び物流事業者等で構成されるグル 

ープ（※物流効率化検討会（仮称）） 

    ・補助対象経費 ○計画策定に要する経費 

・会議運営費（会場使用料、消耗品費等） 

・調査費（謝金、旅費等） 

            ○実証運行に要する経費 

・実証運行費（試験運送料等） 

    ・補 助 率 10/10 

    ・補 助 期 間 交付決定から平成３０年３月末まで 

     

 

 

 

《補助対象先のイメージ》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成３０年度以降は、民間の自主的な取組 

・他地域への展開の促進  

 

 

※物流効率化検討会（仮称） 

荷
主
企
業 

荷
主
企
業 

荷
主
企
業 

物
流
事
業
者 

物
流
事
業
者 

荷
主
企
業 

関
係
市
町
村
・ 

 
 

支
援
機
関
等 

検討会代表（荷主企業） 
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 (２) 参入促進支援事業                 １，２８０千円 

県内企業の取引拡大のため、トヨタ自動車の仕事の進め方、特にサプラ

イヤーとの原価低減の取組等を実践的に研修させ、自動車産業に係る専門

的な人材を育成する。 

・内  容 トヨタ自動車派遣研修生旅費 

 

 

(３) 次世代自動車普及促進事業             ２，０００千円 

    次世代自動車の普及促進及び学生の県内定着のため、次世代自動車や県

内部品メーカーのＰＲイベント開催を支援する。 

   ・事業主体 あきたＮＥＸＴモーターショー実行委員会  

         （自動車販売店協会、あきた自動車産業振興協議会等）  

   ・時  期 平成２９年１０月（予定） 

   ・場  所 秋田拠点センター ＡＬＶＥ 

   ・内  容 次世代自動車のＰＲブース 

         県内部品メーカーのＰＲブース 

         次世代自動車の試乗 

         パネルディスカッション 

 

 

３ 予算額                   ７，２８０千円 

(１) 競争力強化支援事業              ４，０００千円(補助金) 

 

(２) 参入促進支援事業             １，２８０千円(職員旅費) 

 

(３) 次世代自動車普及促進事業         ２，０００千円(負担金) 
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 がんばる中小企業応援事業（企業立地・雇用増加型）について 

 

                                                産 業 集 積 課 

                                                資源エネルギー産業課 

 

 

１ 補正の理由  

  意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業の雇用創出を伴

う設備投資を支援する「がんばる中小企業応援事業（企業立地・雇用増加型）」

について、交付対象企業に助成を行うため、予算を増額補正する。  

 

２ 概 要 

(１)産業集積課分 

     ①補正予算額       ４１，０９８千円 

       （当初 １２３，６０９千円 → 補正後 １６４，７０７千円） 

     ②事 業 件 数     ２件増（当初 １２件→補正後 １４件） 

     ③補正の内訳                         

・設 備 投 資 分     ３９，８４８千円 

・雇用奨励費分      １，２５０千円 

 

(２)資源エネルギー産業課分 

     ①補正予算額       ７７，４７０千円 

   （当初 ０千円 → 補正後 ７７，４７０千円） 

     ②事 業 件 数      ４件増（当初 ０件→補正後 ４件） 

     ③補正の内訳 

・設 備 投 資 分     ７３，７２０千円 

・雇用奨励費分      ３，７５０千円 
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（参考）平成２９年度６月補正予算内訳 

 

(１) 産業集積課分

1 (株)フレックス 大館市 256,052 25,605 5 1,250 1年目 26,855

2 (株)高瀬電設 湯沢市 142,432 14,243 － － － 14,243

2件 398,484 39,848 5 1,250 41,098

(２) 資源エネルギー産業課分

1 新和産業(株) 大館市 － － 8 2,000 2年目 2,000

2 （株）日本PGM 小坂町 292,419 43,862 5 1,250 1年目 45,112

3 秋田エコプラッシュ(株) 能代市 － － 2 500 2年目 500

4 秋田ジンクソリューションズ(株) 秋田市 199,057 29,858 － － － 29,858

4件 491,476 73,720 15 3,750 77,470

投下固定資産
予算額

（千円）対象額
（千円）

補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

雇用奨励費

交付
年次

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

雇用奨励費

交付
年次

計

投下固定資産

計

番
号

企　業　名 所在地

番
号

企　業　名 所在地
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あきた企業立地促進助成事業について 

 

                                                産 業 集 積 課 

                                                資源エネルギー産業課 

 

 

１ 補正の理由  

  工場等新増設のための設備投資及び雇用に係る費用の一部を助成する「あ

きた企業立地促進助成事業」について、交付対象企業に助成を行うため、予

算を増額補正する。  

 

２ 概 要 

(１)企業立地促進事業 

※産業集積課分 

     ①補正予算額    １，６４０，１９０千円 

       （当初 １，７３８，７４８千円 → 補正後 ３，３７８，９３８千円） 

     ②事 業 件 数     ３件増（当初 ３３件→補正後 ３６件） 

     ③補正の内訳                         

・設 備 投 資 分  １，６３７，６９０千円 

・雇用奨励費分      ２，５００千円 

 

(２)あきた企業立地促進助成事業（環境・エネルギー型、資源素材型） 

     ※資源エネルギー産業課分 

     ①補正予算額        ７，２５０千円 

   （当初 ５３２，８５９千円 → 補正後 ５４０，１０９千円） 

     ②事 業 件 数      ２件増（当初 ４件→補正後 ６件） 

     ③補正の内訳 

     ・雇用奨励費分      ７，２５０千円 
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（参考）平成２９年度６月補正予算内訳 

 

 

(１) 企業立地促進事業

※産業集積課分

1 ニプロ（株） 大館市 14,253,234 1,000,000 － － － 1,000,000

2 睦特殊金属工業(株) 横手市 1,912,967 573,890 － － － 573,890

3 （株）大仙物流 大仙市 638,000 63,800 10 2,500 1年目 66,300

3件 16,804,201 1,637,690 10 2,500 － 1,640,190

(２) あきた企業立地促進助成事業（環境・エネルギー型、資源素材型）

※資源エネルギー産業課分

1 日本新金属（株） 秋田市 － － 16 4,000 3年目 4,000

2 能代ＦＲＣ有限責任事業組合 能代市 － － 13 3,250 2年目 3,250

2件 － － 29 7,250 － 7,250

計

投下固定資産
番
号

企　業　名 所在地
予算額

（千円）対象額
（千円）

補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

交付
年次

雇用奨励費

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

雇用奨励費

交付
年次

計

投下固定資産
番
号

企　業　名 所在地
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地熱エネルギー多面的利用促進事業について

（新エネルギー産業創出・育成事業）

資源エネルギー産業課

１ 補正の理由

産学官による地熱エネルギーに関するコンソーシアムを通じ、地熱エネルギーの多面

的な利用による地域振興に向けた取組について、さらなる検討を行うために、熱水資源

量等調査を追加する。

２ 概 要

湯沢市で建設が進められている「山葵沢地熱発電所」において、地熱発電使用後の熱

水の湯量、温度及び成分等の分析・評価を行い、その結果を基に、熱水利用モデルのシ

ミュレーション調査を行う。

（１） 委 託 予 定 先

公募により選定

（２） 委 託 期 間

平成２９年８月～平成３０年２月

（３） 委 託 内 容

・地熱発電使用後の熱水の湯量、温度、成分、酸性度等の分析・評価

・周辺環境（用水、用地等）の調査

・温室栽培、融雪などの熱水利用モデル毎のシミュレーション調査

３ 予算額 ３，２４０千円（委託料）

委託料内訳

・人件費 ２，１７６千円

・旅費 ４１４千円

・報告書作成等 ３５千円

・一般管理費 ３７５千円

・消費税及び地方消費税 ２４０千円

（参 考）

地熱エネルギー多面的利用促進事業 １０，３０１千円

・コンソーシアムによる検討会等 ７，０６１千円（当初）

・熱水資源量等調査 ３，２４０千円（６月）
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働き方改革推進事業について【新規】

（県内就職促進事業）

雇用労働政策課

１ 目 的

全国的に人手不足が深刻な課題となり、「働き方改革」として労働生産性の向上や長

時間労働の是正などが求められる中、公労使関係者が業種別に会して、課題や対応方策

等について協議するとともに、県内労使・教育機関関係者のほか、幅広く県民を対象に

したシンポジウムを開催し、「働き方改革」の内容や必要性を周知して県内での取組を

推進する。

２ 概 要

（１）公労使会議の設置及び運営 ５７５千円

公労使関係者により業種別会議を設置し、労働生産性の向上や時間外労働の削減、

若者にとって魅力ある労働環境の実現などをテーマとして、業種別、分野別の課題や

本県特有の問題点などについて掘り下げた意見交換を行い、課題等の改善を目指す。

①対 象 業 種：ア 製造業

イ 商業及びサービス業

②開 催 回 数：各業種別に２回

③参加者の構成：（両業種とも）

・労働団体、経営者、有識者（各３名程度）

・県

・秋田労働局（オブザーバー）

（２）シンポジウムの開催 ４５３千円

有識者による働き方改革の必要性及び先進事例紹介などの講演のほか、公労使関係

者によるパネルディスカッションを行う。

３ 予算額 １,０２８千円

（１）公労使会議の設置及び運営 ５７５千円

内 訳 ・報償費 ３６０千円

・旅費 １７０千円

・会場使用料等 ４５千円

（２）シンポジウムの開催 ４５３千円

内 訳 ・報償費 ２２５千円

・旅費 ９２千円

・会場使用料等 １３６千円
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１　補正の理由

（１）収入について、電力料金単価の改定により、営業収益を２５，２９６千円

　　　増額する。

　　○電力料金単価

　　　７．４５円／ｋWｈ　→　７．５１円／ｋWｈ 　（０．０６円／ｋWｈ）

（２）支出について、電力料収入の変更に伴う納付消費税の増分として営業外費用

　　を１，８７４千円増額する。

２　補正予定額

収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 事 業 収 益 25,296

1 営 業 収 益 25,296

1 電 力 料 25,296

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 事 業 費 1,874

4 営業外費用 1,874

2
消費税及び
地方消費税

1,874

（単位：千円）

152,401 23,422 175,823

電力料収入の変更に伴う納付消費
税の増による

３　収　支　差

補　正　前 補正予定額 補　正　後

平成２９年度 秋田県電気事業会計の補正予算について

平成２９、３０年度に見込まれる委託費や地域振興事業費の増など
による。

収 益 的 収 入 及 び 支 出

説　　　　　　　　　明

（うち、仮受消費税 1,874千円）

電力料金単価、販売電力量の改定
による

説　　　　　　　　　明

公　営　企　業　課
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